AJF・HFW・JVC・PRIME連続公開セミナー

「食料価格高騰がアフリカ諸国に及ぼす影響」第1回
なぜ高騰する食料価格

食料価格はどうやって決まるのか？
【開催概要】

講師：板垣啓四郎さん

日時：2008年7月3日（木）18時30分～20時30分
会場：明治学院大学白金校舎　本館10階大会議場
主催：（特活）アフリカ日本協議会（AJF）
　　　（特活）ハンガー・フリー・ワールド（HFW）

（特活）日本国際ボランティアセンター（JVC）


明治学院大学国際平和研究所（PRIME）

【本日のプログラム】
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［主催者連絡先］
特定非営利活動法人　アフリカ日本協議会

110-0015台東区東上野1-20-6　丸幸ビル2Ｆ
TEL　03-3834-6902/FAX　03-3834-6903

http://www.ajf.gr.jp
特定非営利活動法人　ハンガー・フリー・ワールド
102-0072　千代田区飯田橋4-8-13　山商ビル7階
TEL　 03-3261-4700 /FAX　 03-3261-4701
http://www.hungerfree.net/
特定非営利活動法人　日本国際ボランティアセンター

110-8605台東区東上野1-20-6　丸幸ビル6Ｆ

TEL　03-3834-2388 /FAX　03-3835-0519

http://www.ngo-jvc.net/
明治学院大学国際平和研究所
108-8636　東京都港区白金台1-2-37
TEL　03-5421-5652 /FAX　03-5421-5653
http://www.meijigakuin.ac.jp/~prime
【セミナー趣旨】
世界的な食料価格の高騰により、各地で食料を求める行動が広がる、教育費・保健医療費が食費にあてられたために子どもたちが学校へ行けなくなる、乳幼児死亡率が高まるなど、さまざまな問題が起きています。

先月末、横浜で開かれた第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ）でも、アフリカ諸国の首脳から、食料危機によって社会不安が高まっている状況で経済成長は望めない、MDGs達成がさらに遠のくという発言が相次ぎました。

アフリカ54カ国のうち21カ国で食料が不足しているのに加えて、食料価格高騰のために援助食料が半減するなど、危機が増幅される状況も報告されています。

5月に横浜で開催されたアフリカ開発会議、6月3～5日にローマで開かれた食料サミットで緊急対応策が打ち出され、アフリカのNGOも貧困層への実質的支援を強く訴えました。7月に北海道で開かれるG8サミットでも議題として取り上げられる食料価格高騰が、なぜ起きているのか、どのような対応が求められているのかをテーマに、連続公開セミナー「食料価格高騰がアフリカ諸国に及ぼす影響」を開催します。

7月3日の第一回セミナーでは、東京農業大学教授の板垣啓四郎さんに、「なぜ高騰する食料価格：食料価格はどうやって決まるのか？」を話していただき、質疑・討議を行います。
【連続公開セミナー日程とテーマ】
第2回　バイオ燃料推進と食料価格高騰の関係　稲泉博己さん


7月17日（木）午後6時半～8時半　明治学院大学白金校舎本館2Ｆ　1254番教室
第3回　投機マネーと食料価格：今、何をなすべきか？　田中徹二さん


7月31日（木）午後6時半～8時半　明治学院大学白金校舎本館2Ｆ　1254番教室

New Food Reality：この現実は簡単には変わらない？

食料サミット報告会「食料危機～ローマで聞いた南の声」より

6月25日、横浜で開かれた第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ）直後にローマへ向かい、6月1日から開かれていた市民社会のパラレル・パネルTerra Pretaおよび6月3日～5日の食料サミットに参加したHFW事業担当の冨田さんによる報告会が開催されました。

冨田さんは、TICADⅣ・NGOネットワーク（TNnet）運営委員で、2008年Ｇ8サミット・NGOフォーラム貧困・開発ユニット政策チームにも参加しています。

報告会には、連続セミナーでファシリテーターを務める勝俣さん、AJF食料安全保障研究会座長の稲泉さんはじめAJF会員も参加していました。冨田さんの報告は、1996年の食料サミットから今回のサミットまでになされたプレッジ、市民社会組織との関係の深まりも紹介する、非常にわかりやすいものでした。

今回の食料サミットの特徴として、

・原油、食料価格の高騰、食料危機の中で開催された

・国連の食料関係機関（FAO、WFP、IFAD）にとどまらず、国連各機関が積極的に参加していた

・テーマが明確に設定されていた

・181カ国の参加、42カ国から首脳が出席の大きなそしてハイレベルの会議になった

・メディア、市民社会の関心も高く、前回は数十名に過ぎなかったメディアの参加者が1300、市民社会組織の参加が3800以上あった

ことが報告されました。

Terra Preta（肥沃な土地）には、Roppaなど一部のアフリカの市民社会組織も参加していたが、他の地域からの参加に比べると少なかったそうです。

2002年のFood Summit +5に向けた取り組みの中で作られたInternational Planning Committeeが主催したTerra Pretaでは、①食料危機と生産モデル　②土地、水、エネルギー、アグロ燃料　③気候変動　の三つの分科会が開かれ、主として農民組織の主張が展開されたとの報告がありました。キーワードは「食料主権：Food Sovereignity」とのことでした。

民間セクターの一部では、現在の食料価格高騰は食料生産への投資拡大のチャンスと見方があり、また、FAOや国際NGOから「危機を、食料生産への投資拡大、食料流通やWTOルールの改定に結びつけるチャンスに転化しよう」との主張も出されていますが、農民団体を中心に食料主権を回復する道筋は簡単には見えない現状は一時的な危機と言うよりもNew Food Realityととらえるべきだとの議論もあったそうです。

生産者の食料主権を奪うWTOルールや多国籍企業の活動に対する怒りが伝わってくる集まりだったと、報告者が語っていたのが印象的です。
【食料価格高騰問題に関する国際社会および日本の取り組み】
●アフリカ農業支援で政府、ゲイツ氏らと連携（2008年2月10日、読売新聞）

政府は、コフィ・アナン前国連事務総長やビル・ゲイツ米マイクロソフト会長夫妻が運営する団体と連携したアフリカの農業支援に着手する。 ５月に横浜で開く第４回アフリカ開発会議（TICAD4）で打ち出すアフリカ支援策の柱の一つとする。乾燥に強く収穫量も多い「ネリカ米」の普及や、農産物の輸出を促進するための農道整備などを計画している。 

●ＥＵ、過去最大の食糧援助・途上国に250億円 （2008年3月4日、NIKKEI NET）
　欧州連合（ＥＵ）の欧州委員会は4日、穀物価格の高騰に直面する途上国向けに、過去最大の約1億6000万ユーロ（約250億円）の食糧援助を決めた。スーダンやチャド、アフガニスタン、パレスチナ自治区など17カ国・地域が対象。 食糧援助の増額は穀物価格の大幅上昇をにらんだ対応で、欧州委は今年中に追加的な援助を行う計画だ。　
●食糧援助に200億円・米大統領指示、世界的な価格高騰で（4月15日、NIKKEI NET）
　ブッシュ米大統領は14日、世界的な食糧価格高騰に対応するため、途上国向けの2億ドル（約200億円）の食糧援助を関係閣僚に指示した。食糧難に陥っている途上国向け支援は、前日ワシントンで開いた世界銀行・国際通貨基金（ＩＭＦ）の合同開発委員会で決議しており、日本を含むほかの主要国も対応を迫られる可能性がある。 ホワイトハウスの発表では、拡大分の援助はアフリカなどに供与するという。 

●日本政府が食料支援100億円・アフリカ向け中心、コメ生産倍増策も （4月25日、NIKKEI NET）
　政府は世界的な食料価格の高騰を受け、1億ドル（約103億円）規模の食料支援をする方針を固めた。期間は5月からの3カ月間でアフリカ向けの支援が中心となる。25日に発表する。またアフリカのコメ生産を倍増させる計画を策定する検討にも入った。主要国首脳会議（洞爺湖サミット）の議長国として、食料問題の議論を主導していく考えだ。 

　政府はまず5月に1億ドルの半額程度を世界食糧計画（ＷＦＰ）を通じて拠出する。残りについては2国間供与やＷＦＰ経由にするかどうかは今後検討する。1億ドルは政府開発援助（ＯＤＡ）の無償資金協力として拠出し、食料換算にすると15万－20万トン程度になるとみられる。(07:00) 

●食料高騰、人権問題に発展・国連特別会合「懸念」採択（5月23日　NIKKEI NET）

【ジュネーブ＝市村孝二巳】国連人権理事会は22日、食料危機に関する特別会合を開催した。最近の食料価格高騰の影響を受け、途上国などで十分な食料を得られない人々が増えている危機的な状況は基本的な人権に反する問題ととらえ、「深い懸念」を示す決議を採択する見通し。6月3―5日にローマで開く食料サミットなどで各国や国連機関に対策を呼びかけていく。

　国連人権理の特別会合はパレスチナ、ミャンマーなど特定の国や地域の人権問題を取り上げてきたが、特定の主題を掲げた特別会合は初めて。決議に拘束力はないが、「食料危機は人権問題」という認識が各国で深まる効果を狙っている。(22日　23:41) 

●食糧問題で5000万ドル追加支援・政府、食糧サミットで表明へ（5月28日　NIKKEI NET）

６月３日から５日に国連食糧農業機関（ＦＡＯ）がローマで開く「食糧サミット」では、穀物の国際価格の高騰への対応策が焦点になる。日本政府は追加的に途上国などに5000万ドルを緊急支援する方針を固めた。福田康夫首相が演説し、支援を表明する。

政府は４月に既に１億ドルの支援を表明している。第１弾としてアフリカを中心にコメなどを支援する方針。途上国を中心に肥料や種苗などをさらに援助して現地の生産増につなげる。演説では世界で広がっている農産物の輸出規制を自粛する必要性も訴える方向。(07:00) 

●農業支援、年80億ドルに拡充を　途上国支援で国連が追加提言（5月29日　NIKKEI NET）

アフリカ開発会議に参加しているアシャローズ・ミギロ国連副事務総長は29日午前、横浜市内で記者会見し、2015年までに世界の貧困人口半減を目指す国連ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の達成へ追加提言を発表した。食料危機をにらみ、農業開発への支援金を10年までに現在の8倍の年間約80億ドル程度に引き上げるよう国際社会に求めた。

タンザニア出身の同副事務総長は最近の食料や資源価格の高騰に関連して「アフリカには食料の輸入に頼っている国が多く、食料危機が乳児死亡率などに大きな影響を及ぼしている」と訴えた。

ＭＤＧｓの達成状況について同副事務総長は「セネガルでの安全な飲料水の供給など具体的進展が見られるが、すべての国が目標達成するのは現時点で難しい」との見方を示し、追加支援を急ぐべきだと強調した。(12:02) 
●アフリカのコメ生産倍増へ国際支援組織、ＪＩＣＡなどが設立（5月29日　NIKKEI NET）
国際協力機構（ＪＩＣＡ）などは29日、アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）に関連したセミナーを横浜市内で開き、アフリカのコメ生産を増やすための国際的な支援組織「アフリカ稲作振興のための共同体（ＣＡＲＤ）」を設立した。日本政府は今後10年間でアフリカのコメ生産を倍増する方針を打ち出しており、ＣＡＲＤが各国や国際機関の調整役として計画を主導する。

アフリカ諸国のコメの自給率は6割程度。残りは輸入に頼っているが、国際的な穀物価格の高騰で調達が難しくなっている。乾燥に強いコメの普及や品種改良、灌漑（かんがい）施設の整備などを通じて生産を拡大し、1400万トンの生産量を 2017年までに2800万トンにする計画だ。

ＣＡＲＤは重点支援対象を十数カ国選び、増産策を詰める。国際機関などとの連携を緊密にする調整委員会を設けるほか、ナイロビに事務局も設置。10月をめどにアフリカで第1回の会合を開いて、具体策などの協議を本格化する。(29日 21:02) 
●「食糧サミット」ローマで開幕、１５０か国代表が参加（6月3日、読売新聞）
潘基文(パンギムン)国連事務総長は会議冒頭の演説で、一部食糧生産国によるコメなどの輸出規制について「価格をさらに押し上げるだけ」と述べ、食糧不足解消へ向け、人道的観点から即時解除を求めた。福田首相は同日演説し、価格の高騰を抑制するための新たな緊急支援策を発表した。

サミットは３日間の日程で、日本、フランス、ブラジルなど約４０か国の首脳が出席し、食糧価格高騰の主な要因とされる輸出規制やバイオ燃料開発、気候変動への対応を協議。最終日の５日には、価格高騰対策や途上国への食糧緊急援助を盛りこんだ宣言を採択するが、輸出規制やバイオ燃料を巡っては、各国の思惑が大きく異なり、議論の紛糾も予想される。

潘事務総長の発言は、インドやベトナムがコメ輸出を停止するなど輸出規制の動きが広がっていることに懸念を表明し、規制解除を求めたもの。日本や欧米も、輸出規制は食糧高騰を招く要因と見て解除方針に同調しているが、自国の食糧確保を優先したい輸出国の反発は必至だ。

また、バイオ燃料開発については、推進国の米国やブラジルが「食糧価格への影響は限定的」として擁護論を展開する一方で、途上国側は停止を要求。潘事務総長は「国際的な合意が必要」としており、協議の行方が注目される。（2008年6月3日20時48分 読売新聞）
●ＯＥＣＤ閣僚理、食料・気候変動をＢＲＩＣｓと討議（6月3日　NIKKEI NET）

【パリ＝野見山祐史】4日に開幕する経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の閣僚理事会は、サブプライム問題の影響への対応策や政府系ファンドへの警戒論だけでなく、気候変動や食料問題も取り上げる。気候変動を巡っては「対策を早く講じれば講じるほど、最終的なコストは抑えられる」とした先のＯＥＣＤ試算に基づき、安定成長に向け、温暖化ガスの排出抑制など世界全体の取り組みを加速させる方向で意見集約を図る。

食料価格の高騰問題では、ブラジルや中ロなど生産・消費の大国が一堂に集まるため、議論は増産や消費抑制といった目先の需給調整策にとどまらず、貿易自由化などの構造改革分野にも広がる見通し。ＢＲＩＣｓを含む新興国を招き、温暖化対策と食料問題について洞爺湖サミットで想定される議論の地ならしを狙うが、先進国と新興国とで利害が食い違う面も多く、どこまで認識を共有できるかが焦点だ。(07:03) 
●国連事務総長、食料危機「年２兆円近く必要」（6月4日　NIKKEI NET）

【ローマ＝市村孝二巳】国連の潘基文（バン・キムン）事務総長は4日記者会見し、国連機関首脳らによる特別チームで検討してきた包括的な食料危機対策の大枠を発表した。

事務総長は危機対策に「年間150億―200億ドル（約1兆5000億―2兆円）は必要だろう」と述べ各国に拠出を求めていく意向を示した。 (00:48) 
●国際穀物理事会、穀物価格高騰に懸念の声相次ぐ（6月11日　NIKKEI NET）
【ロンドン＝清水泰雅】国際穀物理事会（ＩＧＣ、本部ロンドン）が10日、ロンドンで開いた年次総会で、穀物価格の高騰を懸念する声が相次いだ。穀物価格は2008―09年にピークを迎えるが、その後も高止まりするとの見通しが強まっており、早急に対応策を探る動きが広がっている。

世界最大の穀物生産国である米国のマーク・キーナム商務次官は、小麦、大豆、トウモロコシなどの穀物価格が最高値を更新していることに懸念を表明。「きめ細かい政策で対応するしかない」と述べた。丸紅経済研究所の柴田明夫所長は「2000年以降に穀物にパラダイムシフトが起きた。穀物価格は高水準が続く」と話した。(12:02) 
●食料供給の拡大など提言 対Ｇ８、アフリカ支援で（6月16日　共同通信）

【ロンドン１６日共同】国際社会によるアフリカ支援の進ちょく状況を監視する団体「アフリカ・プログレス・パネル」（議長・アナン前国連事務総長）が１６日、ロンドンで記者会見し、アフリカへの食料供給の拡大や備蓄政策の見直し、地球温暖化対策など来月の主要国首脳会議（北海道洞爺湖サミット）が取り組むべき課題について提言を発表、議長国の日本には明確な指導力を発揮するよう強く迫った。

提言は、食料危機が近年のアフリカの経済発展を台無しにすると指摘。その上で、主要国（Ｇ８）各国に世界食糧計画（ＷＦＰ）への資金拠出の拡大や、農産物を世界中に行き渡らせるために貿易政策を包括的に見直すよう求めている。

同パネルは英国のブレア前首相が提唱して昨年設立。ブレア氏のほか、アイルランドのロック歌手で貧困問題に取り組むボブ・ゲルドフさんらがメンバー。

【最新の国連食糧農業機関、世界食糧計画の資料、プレス・リリース】

●Soaring food prices put further pressure on African agriculture(19 June 2008)

http://www.fao.org/newsroom/en/news/2008/1000868/index.html

2005年時点で87％が農業に従事しているアフリカが総体としては純食料輸入地域になっている中で、水資源管理、土地の保全と開発、肥料や種子の供給の重要性を訴えています。
●FAO starts seed distribution in Mauritania(13 June 2008)

http://www.fao.org/newsroom/en/news/2008/1000865/index.html

モーリタニアで、FAOがソルガム、ミレット、トウモロコシ、ササゲ豆の種子を提供するプログラムを開始したことを伝えています。
●Gates foundation grant for FAO(11 June 2008)

http://www.fao.org/newsroom/en/news/2008/1000860/index.html

FAOが行うアフリカ諸国における食料状況調査にゲイツ財団が資金拠出することを伝えています。
●Boosting Food Production in Africa’s "Breadbasket Areas"(4 June 2008)

http://www.fao.org/newsroom/en/news/2008/1000855/index.html

コフィ・アナン前国連事務総長が率いるアフリカ緑の革命同盟と国連機関がアフリカで、食料増産のために協力する協定を結んだことを伝えています。
●FAO wins leading prize for work in Niger(21 May 2008)

http://www.fao.org/newsroom/en/news/2008/1000844/index.html

FAOが1995年以来ニジェールで行ってきた食料状況改善のためのプログラムを紹介しています。
●Hunger's global hotspots: 24th June 2008

http://www.wfp.org/english/?ModuleID=137&Key=2785

特に食料状況に問題があるところとして、アフリカでは、チャド、エチオピア、ケニア、コンゴ民主共和国、ジンバブエ、スーダン、ソマリアに関する報告が掲載されています。
●UN calls for urgent action as ration cuts continue in Darfur(23 June 2008)

http://www.wfp.org/english/?ModuleID=137&Key=2875
価格高騰で食料調達量が予定量に満たないため、ダルフール難民キャンプでの食料配給量を減らしているというプレス・リリースです。

【多国籍食料・農業メージャー・カーギルが及ぼす影響】
Food & Water Watch “Cargill: A Corporate Threat to Food and Farming”から
食料と農業生産への企業の脅威

巨大多国籍企業カーギルは、国際的な農業システムをコントロールする数少ない強力な企業の一つである。広範囲で強力な影響力を持つ企業の一つであるカーギルは、自らを「食料、農業、およびリスク・マネージメントのための機器とサービスの国際的供給者。66ヶ国に158,000人の従業員をかかえる当社は、消費者が成功するために経験と知識を活用することを誓います」と言明する。現在も同族経営のカーギルは、世界で最も大きいオーナー企業である。穀物部門は、穀物と菜種油の北米市場および輸出市場においてトップを占める。牛肉および家禽類の取引でも有力企業である。

活動が、多くの分野におよび、複雑な運営組織、そして地球全体に拠点を持つことから、カーギルに特徴的なことを監視することは困難である。しかし概観すれば、ミネアポリスに拠点を置くこの企業は、農産物や他の製品とサービスを市場で取引きし、加工し、箱詰めし、分配し、輸送している。大きな影響を持つ穀物加工業者であり、全米トップの牛肉処理業者である。しかし、それより重要なのは、この二つの市場に重大な影響を及ぼしていることである（何人かの研究者はそれを支配と呼ぶ）。カーギルは小麦、トウモロコシ、菜種、牛肉、家禽類、魚にとどまらず、バイオ燃料、原油、潤滑油、塩といったのような工業製品、健康食品、医薬品、そして動物のえさや肥料のような農業サービスを扱っている。

簡潔に言えば、カーギルは、農民に彼らが必要とする多くの投入財を売り、そして貿易、加工のために農民の産出物の多くを購入している。この巨大な企業は、自らが売り手でも買い手でもある世界規模の農業システムを創り出し、結果として巨額の利益をあげてきた。2007年会計年度で20億3400万の利益が報告されている。不幸にも、カーギルは、利益をあげるビジネス戦略に適合したようには、消費者、労働者の権利、環境の保護に関して成功していない。

　カーギルは、米国内と海外、両方で環境を脅かしている。カーギルは有毒性廃棄物をサンフランシスコ湾に垂れ流し、有害な放出物に関するクリーン エア法(Clean Air Act)に違反してきた。そして絶滅寸前の種の重要な生息地の森林破壊をおこなってきた。

　そして、カーギルは、環境破壊をしてきたとどうように人々を扱ってきた。カーギルの経営は、労働者に低賃金しか払わないことや、彼らを殺虫剤の危険にさらすこと、共同体が得るために交わされた重要な約束が企業によって破られていることによって知られている。危険な環境で児童労働を強制したとの告発までも受けている。カーギルは製品を海外で動かすことで、アメリカの農場主達を騙ましている。

　カーギルの信条は利益にあるので、もし収入源になるのなら新しく危険な可能性を秘めた食料技術を使うことを躊躇しない。カーギルは遺伝子組み換え生物を推進し、放射線照射に投資している。そして賞味期限をとうに過ぎた牛肉を見た目には新鮮な色合いにすることのできる一酸化炭素使用を認めさせるためにロビー活動をおこなっている。

　この「カーギル－食料と農業生産への企業の脅威」という報告は、カーギルの国際農業貿易への巨大な影響が消費者の健康、家族経営農業、環境、そして全体の経済と政府に対する脅威となっていることを明らかにする。

　（出展　hhttp://www.foodandwaterwatch.org/food/pubs/reports/cargill）
